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県営住宅等修繕工事指定工事業者募集要項 

          
県営住宅及び県営改良住宅（以下「県営住宅等」という。）の管理業務について、令和７

年４月１日から令和１１年３月３１日までの間、熊本県営住宅管理センター共同企業体（以

下「管理センター」という。）が指定管理者として行っており、このたび、当該県営住宅等

及びその付帯施設（店舗、集会所、自転車置き場、受水槽ポンプ室、機械室等）の維持修

繕について、指定工事業者を募集します。 
 
１．対象施設の概要 
 熊本市、菊陽町、合志市、荒尾市、宇土市、水俣市に所在する県営住宅等及びその付帯

施設。 
 
２．指定工事業者の募集に当たっての基本的な考え方 
 県営住宅等団地内では、日常的な修繕をはじめ、台風や地震等の自然災害、火災及び遊

具事故など様々な事故が想定されます。 
これらの維持修繕及び事故に迅速かつ適正に対応するため、３６５日２４時間体制で対

応出来ること並びに下記の「県営住宅の管理方針」に沿って管理センターと協力しながら、

住民サービスの向上と経費削減を図る意欲のある業者を指定工事者として募集します。 
 
■「県営住宅の管理方針」 
 ①法令の遵守 
 ②個人情報の保護 
 ③公平・公正及び透明性の確保 
 ④社会的な支援が必要な方への配慮と、思いやりの心をもった適切な支援 
 ⑤県民の様々な意見、要望に対応する適切な対応と信頼の保護 
 ⑥入居者に対する安心、安全、快適な居住環境の提供 
 ⑦関係機関との密接な連携による問題、課題の早期発見、事前防止対策、迅速な対処 
 ⑧業務の効率化と経費の削減 
 ⑨クレーム、要望の情報の一元化と共有による迅速な対処 
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３．募集する工事業者の業種 
 募集する工事種類は下記のとおりとし、申し込み業種は、建築、電気、管、造園のうち 
から、１業種とする。 
業種区分    工 事 の 種 類 

 
建築 

 

建築一式工事（土木を含む） 
・大工・左官・とび・土工・コンクリート・ガラス・屋根 
・内装仕上げ・建具・防水・塗装・板金等 
・災害時など緊急の場合の修繕及び復旧 

電気 
電気工事 
・２４時間体制による維持修繕・緊急の場合の修繕及び電気復旧 

管 
管工事 
・２４時間体制による維持修繕・緊急の場合の修繕及び給水活動 

造園 
造園工事 
・樹木消毒・中高木（３ｍ以上）の剪定・枝おろし・除草・植栽等 

 
４．指定工事業者が行う業務内容 
①建築 
県営住宅等及びその付帯施設（店舗、集会所、自転車置き場、受水槽ポンプ室、機械室 

等）の一般修繕工事、団地環境の整備工事（駐車場整備、外柵等境界整備、のり面整備、 
路面整備、公園整備、調整池整備等）、強制執行に関する補助業務（荷物の搬出及び処分 
等）、調査業務（団地の維持管理に関する調査及び報告書作成）、その他管理センターが 
依頼する業務。 
②電気 
県営住宅等及びその付帯施設（店舗、集会所、自転車置き場、受水槽ポンプ室、機械室 

等）の電気設備修繕工事、外灯整備及び維持修繕工事、調査業務（団地の維持管理に関す

る調査及び報告書作成）、その他管理センターが依頼する業務。 
 ③管 
県営住宅等及びその付帯施設（店舗、集会所、自転車置き場、受水槽ポンプ室、機械室 

等）の給水施設保守及び維持修繕工事、調査業務（団地の維持管理に関する調査及び報告

書作成）、その他管理センターが依頼する業務。 
④造園 
県営住宅等の所在する敷地内の樹木剪定、消毒、移植、植栽、除草、調査業務（団地の 

維持管理に関する調査及び報告書作成）、その他管理センターが依頼する業務。 
 
５．指定期間 
令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 
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６．募集する業者数と担当する団地区分 
 「建築」募集者数               ※管理戸数には店舗、集会所含む 
ブロック 団  地 団地数 管理戸数 募集業者数 

中  央 

大江・九品寺・古庭坊・託麻原 
渡瀬第１・渡瀬第２・竜蛇平 
帯山第２・帯山Ａ・江津湖 
保田窪第１・保田窪第２ 
新渡鹿・堀の内・山の上 
サンシャイン水前寺・川鶴 

１７ ２,０１８ ３ 

東  部 
水源・泉ヶ丘・東町・鉄砲塚 
西戸島・八反田・東本町 
新東町・健軍 

９ ２,４２２ ３ 

西  部 
小山田・石神原 
八島・富の尾・八王寺・萩原 
田崎・上熊本・本山・二本木 

１０ ２,２９３ ３ 

北  部 北津留・武蔵ヶ丘・須屋 ３ １,５９３ ４ 
宇  土 境目 １ ７９ １ 
荒  尾 八幡台 １ １３３ １ 
水  俣 月浦 １ ５０ １ 
    計 ４２ ８,５８８ １６ 
 ※１業者１ブロックの申し込みでお願いします。（原則） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



4 
 

「電気」募集者数                ※管理戸数には店舗、集会所含む 
ブロック 団  地 団地数 管理戸数 募集業者数 

Ａ 
小山田・石神原・八島・武蔵ヶ丘 
田崎・上熊本・本山・二本木 

８ ２,９１８ １ 

Ｂ 

大江・古庭坊・泉ヶ丘・帯山第２・帯

山Ａ・北津留・堀の内・富の尾・江津

湖・八王寺・萩原・須屋・新渡鹿・川

鶴・サンシャイン水前寺・健軍・境目 

１７ ２,６０２ １ 

Ｃ 

九品寺・託麻原・渡瀬第１・渡瀬第２・

竜蛇平・水源・保田窪第１・保田窪第

２・東町・鉄砲塚・西戸島・八反田・ 
東本町・新東町・山の上 

１５ ２,８８５ １ 

Ｄ 八幡台 １ １３３ １ 
Ｅ 月浦 １ ５０ １ 

 計 ４２ ８,５８８ ５ 
 ※１業者１ブロックの申し込みでお願いします。（原則） 
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「管」募集者数                 ※管理戸数には店舗、集会所含む 
ブロック 団  地 団地数 管理戸数 募集業者数 

Ａ 

九品寺・古庭坊・託麻原・渡瀬第１ 
渡瀬第２・帯山第２・帯山Ａ・北津留 
江津湖・武蔵ヶ丘・八王寺・萩原 
新渡鹿・川鶴・サンシャイン水前寺 
山の上 

１６ ３,２３８ １ 

Ｂ 
大江・小山田・石神原・堀の内・八島 
富の尾・田崎・須屋・上熊本・本山 
二本木 

１１ ２,３１１ １ 

Ｃ 
竜蛇平・水源・泉ヶ丘・保田窪第１ 
保田窪第２・鉄砲塚・西戸島・八反田 
東町・東本町・新東町・健軍・境目 

１３ ２,８５６ １ 

Ｄ 八幡台 １ １３３ １ 
Ｅ 月浦 １ ５０ １ 

 計 ４２ ８,５８８ ５ 
※１業者１ブロックの申し込みでお願いします。（原則） 
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「造園」募集者数                ※管理戸数には店舗、集会所含む 
ブロック 団  地 団地数 管理戸数 募集業者数 

Ａ 
小山田・東町・東本町・渡瀬第１ 
渡瀬第２・富の尾・託麻原 

７ １,８７１ １ 

Ｂ 
大江・八王寺・帯山第２・帯山Ａ 
萩原・堀の内・江津湖・水源・泉ヶ丘・

新東町・健軍 
１１ ２,００８ １ 

Ｃ 
保田窪第２・鉄砲塚・西戸島 
八反田・川鶴・竜蛇平・上熊本 

７ １,３５０ １ 

Ｄ 
北津留・須屋・武蔵ヶ丘・八幡台・九

品寺・古庭坊・保田窪第１・新渡鹿・

サンシャイン水前寺・山の上 
１０ ２,１６２ １ 

Ｅ 
八島・田崎・本山・境目 
二本木・石神原 

６ １,１４７ １ 

Ｆ 月浦 １ ５０ １ 
 計 ４２ ８，５８８ ６ 
※１業者１ブロックの申し込みでお願いします。（原則） 
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７．応募資格  
 ①原則として建設業許可を有し、建設業法による熊本県の経営審査を受け、熊本県の工 
事入札参加資格審査格付等級順位一覧に登録されていること。ただし、「軽微な建設工

事」のみを請け負って営業する場合には、必ずしも建設業の許可を受けなくてもよい。 
 ②「建築」の応募は、ブロック毎の団地所在市町管内に、本店、支店又は出張所等の事 
業所を有すること。＊荒尾ブロック、宇土ブロック、水俣ブロックは除く 
（中央ブロック、東部ブロック、西部ブロック－熊本市内業者、北部ブロック－熊本 
市内業者、合志市内業者及び菊陽町内業者、宇土ブロック－宇土市内業者他、荒尾ブ

ロック－荒尾市内業者他、水俣ブロック－水俣市内業者他） 
 ③「電気」の応募は、ブロック毎の団地所在市町管内に、本店、支店又は出張所等の事 
業所を有すること。＊Ｄブロック、Ｅブロック、は除く 
（Ａブロック－熊本市内業者、菊陽町内業者、Ｂブロック－熊本市内業者、合志市内 
業者、Ｃブロック－熊本市内業者、宇土市内業者、Ｄブロック－荒尾市内業者他、Ｅ

ブロック－水俣市内業者他） 
④「管」の応募は、ブロック毎の団地所在市町管内に、本店、支店又は出張所等の事業 
所を有し、熊本県物品調達、業務委託契約等入札参加資格者名簿「業務区分：業務委

託・業種：庁舎管理・詳細業種：庁舎衛生管理」に登録されており、且つ各ブロック

毎の市水道局及び水道企業団の指定工事店登録業者であること。＊Ｄブロック、Ｅブ

ロックは除く 
（Ａブロック－熊本市内業者、菊陽町内業者、Ｂブロック－熊本市内業者、合志市内 
業者、Ｃブロック－熊本市内業者、宇土市内業者、Ｄブロック－荒尾市内他、Ｅブロ

ック－水俣市内業者他） 
⑤「造園」の応募は、ブロック毎の団地所在市町管内に、本店、支店又は出張所等の事 
業所を有すること。＊Ｆブロックを除く 

  （Ａ、Ｂ、Ｃ、ブロック－熊本市内業者、Ｄブロック－熊本市内業者、荒尾市内業者 
他、合志市内業者、菊陽町内業者、Ｅブロック－熊本市内業者、宇土市内業者、Ｆブ

ロック－水俣市内業者他） 
⑥施工に資格を必要とする業種については、所要の技術者を有していること。 
⑦年間を通して２４時間体制で夜間・休日を問わず、緊急時においても、迅速に修繕工 
事等を実施できる体制を備えていること。 
⑧原則として応募しようとする業種について、過去５年間に公営住宅等（県営住宅、公 
社賃貸住宅、都市再生機構賃貸住宅及び県教職員住宅等）に係る施工実績があること。 
⑨入居者又は退去者と連絡・調整を行い、入居者等の意見を確認の上、修繕工事等を実 
施できること。 
⑩下記「８．申し込みに必要な書類」に示す書類を提出できること。 
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８．申し込みに必要な書類 
 ①県営住宅等修繕工事指定工事店指定申請書  （別紙・様式－１） 
 ②建設業許可取得一覧表           （別紙・様式－２） 
 ③会社概要書「技術職員数含む」       （別紙・様式－３） 
 ④公営住宅等工事施工実績          （別紙・様式－４） 
 ⑤緊急連絡体制一覧表            （別紙・様式－５） 
 ⑥修繕工事実施計画書            （別紙・様式－６） 
 ⑦組織体制表                （別紙・様式－７） 
⑧直近２年間の決算書             
⑨その他管理センターが必要と認めるもの 

 
９．募集受付期間等日程 
 ①申込受付期間      令和８年１月１５日（木）から１月３０日（金）まで 
              ※土日は除く 
              午前９時から午後５時まで 
 ②受付場所        熊本県営住宅管理センター 
 ③指定工事業者の内定   令和８年２月中旬予定 
 ④指定工事業者の決定通知 令和８年２月下旬予定 
⑤協定書の締結      令和８年３月中旬予定 
 

１０．選定方法 
 管理センターにおいて、審査基準に基づき総合的に審査し選定します。 
 
１１．応募に要する経費 
 応募に要する経費は全て応募者の負担とします。 
 応募資料等はお返ししませんのでご了解ください。 
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１２．指定の取り消し等 
 下記に該当した場合は、指定の期間内であっても指定を取り消します。 
①指定工事店の資格を喪失した場合 
②県営住宅等修繕工事の指定に関する協定書に違反した場合 
③下記「１３．業務実施要領」を実行できない場合 
④修繕工事に伴い、故意又は重大な過失により、第三者及び管理センターに対し、迷惑 
行為や損害を与えた場合 
⑤管理センターの指示に従わなかった場合は、その程度によって始末書を提出するもの 
とし、始末書の提出回数が３回／年に及ぶ場合 

 
１３．業務実施要領 
 ①業務実施方針 
 管理センターは県の施策を踏まえてユニバーサルデザインを推進しており、環境整備や

住戸改善にあたっては、段差の解消や手摺りの設置、滑りにくい床材の採用、流し台や吊

り戸棚の高さへの配慮、夜間の照明の配置、公園のベンチの高さや看板のデザイン・色彩

の配慮など、環境整備や維持修繕を行うときに出来るところからユニバーサルデザインへ

と改修を進めています。 
 よって、施工計画の策定にあたってはこのことを念頭に策定すること。 
 また、安全性の確保や法令に基づくもの、入居者の日常生活に著しく不便を与えるもの

については適切に対応すること。 
②組織体制 
県営住宅は県民が日々生活している施設であるため、災害等の緊急時には夜間に対応で 

きるように常に連絡体制を整えて、一年を通して２４時間体制で連絡、現場へ急行、損害

箇所の応急措置を行うようなシステムを採ること。 
 また、５月の連休期間や年末年始など４日以上休日が連続する場合は、別途連休期間中

の連絡体制を作成し対応を行なうこと。 
③災害や事故等への対応 
災害や事故などの緊急時には、人的被害の防止と発生を最小限に止めるよう最善を尽く 

す事を念頭に置き対処すること。また、日頃より災害事故の未然防止のためのチェックと

訓練に努め、異常があった場合は速やかに管理センターへ報告しその指示により対応する

こと。 
④一般修繕 
管理センターから依頼があった場合は事前に十分な調査を行い、劣化や被害状況を的確 

に把握し、修繕費の負担区分を明確にした上で迅速に修繕を実施すること。 
 施工にあたっては、施工の方法や施工日時について、入居者や管理人、自治会との連絡
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調整を行い、了解の上実施すること。 
「修繕に当たっての入居者対応策」 
・修繕については、事前に十分な説明後行うこと。但し、緊急を要するものについては事

後説明で可とする。 
・入居者の要望内容と修理の施行計画書を関連づけながら、分かりやすく説明する。 
・難しい専門用語は避け、分かりやすい言葉で説明する。 
・修繕を実施する前に原因を説明し、また付随する工事についても説明し、了解の上行う。 
・壊してみないと分からない部分については、留保事項として入居者に伝えておく。 
・工事の具体的な範囲を分かりやすく説明する。 
・共用部分の修繕工事に当たっては、相当の期間を設け工事予告看板の設置や階段掲示板

への掲示、あるいは説明会を開催するなど入居者に周知を図った上で、入居者の生活に

支障の無いような工法・施工時期を検討の上施工すること。 
・住戸内部の修繕工事に於いては、入居者の生活リズムや年齢等にも配慮して、連絡時間

や訪問時間を調整するなどの対応を行うこと。 
⑤見積 

 管理センターから依頼があった場合は、速やかに現地調査を行った上で見積書を提出す

ること。 
 なお、見積単価については年度当初に県単価、刊行物、見積書等を調査の上、修繕に係

る工事単価を管理センターに於いて積算し、指定業者との協定単価として採用することに

より、見積期間・事務処理等の効率化につなげることとする。 
 ただし、発注数などにより工事単価が適正ではないと判断される場合は別途協議を行う。 
 また、協定単価のないものについては別途協議する。 
 一般修繕の諸経費については工事金額（税抜）の１０％以内とする。 
⑥修繕の県費負担と入居者負担について 

 一般修繕工事に於いては、県費負担と入居者負担につてのルール（県営住宅住まいのし

おりを参考）を十分に説明し工事を行うこと。 
⑦個人情報の取り扱について 

 個人情報の取り扱いについては、最大限の注意をはらい、個人情報保護法及び熊本県個

人情報保護条例の規定を遵守し、職員等へ徹底すること。 
⑧空家修繕 

 退去から入居までの空家期間短縮による入居促進を図るため、修繕工期の短縮を図るこ

と。 
 また、工事が完了したら速やかに管理センター担当者へ報告すること。（完了日に報告を

すること） 
⑨ＩＴの活用 

 業務連絡などについては、インターネットによる事務処理のスピードアップ・効率化を
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図り、双方の経費削減を図るため、対応出来ることを条件とする。 
⑩調査業務 
管理センターから依頼があった場合は、迅速に調査を行い結果を報告する。 
報告に当たっては、状況写真や見取り図を貼付するなど出来るだけ詳細に行うこと。 
また、調査結果に基づく見積書を提出し、発注依頼のあったものについて施工する。 
⑪請求書等事務処理 
一般修繕の施工システム及び請負代金の請求システムを理解し、事務を円滑に処理でき 

ること。 
 また、請求書については毎月１５日までに間違いのない物を提出することとする。 
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 ○審査基準と配点   「建築」 
 
審査項目 審査基準 配点 

 
 
１．業務を安定して行う体制 
 
 

・総社員の配置「営業、総務、工務」全社的対 
 応が可能か（補佐や交代要員）    ５ 
・入居者への対応、請求書等書類の対応 ５ 
・相当の知識・経験を有す担当者の配置 １０ 
・緊急時の対応が的確にできるか    １０ 

 
 
３０ 

２．公営住宅等工事の 
施工実積     

・熊本県営住宅管理センター発注等 
 工事の実績             １５ 

１５ 

３．経営事項審査の評点 
 （企業の経営の安定性） 

・経営審査における総合点       １５ 
 

１５ 

 
４．個人情報保護対策 
 

・執務環境、情報漏洩対策       ５ 
・電子的記録媒体などの管理方法    ５ 
 

 
１０ 

 
５．経費の縮減 
 

見積金額（特別修繕の一住戸の見積額） 
・単価算出の妥当性          １５ 
・修繕工事コスト低減に対する提案   １５ 

 
３０ 

   合   計  １００ 
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 ○審査基準と配点   「電 気」 
 
審査項目 審査基準 配点 

 
 
１．業務を安定して行う体制 
 
 

・総社員の配置「営業、総務、工務」全社的対 
 応が可能か（補佐や交代要員）    ５ 
・入居者への対応、請求書等書類の対応 ５ 
・相当の知識・経験を有す担当者の配置 １０ 
・緊急時の対応が的確にできるか    １０ 

３０ 

２．公営住宅等工事の 
施工実績       

・熊本県営住宅管理センター発注等 
 工事の実績             １５ 

１５ 

３．経営事項審査の評点 
 （企業の経営の安定性） 
 

 
・経営審査における総合点       １５ １５ 

 
４．個人情報保護対策 
 

・執務環境、情報漏洩対策       ５ 
・電子的記録媒体などの管理方法    ５ １０ 

 
５．経費の縮減 
 
 

 
・単価算出の妥当性          １５ 
・修繕工事コスト低減に対する提案   １５ 

３０ 

合  計  １００ 
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 ○審査基準と配点   「管」 
 
 審査項目     審査基準 配点 
 
 
１．業務を安定して行う体制 
 
 
 

・総社員の配置「営業、総務、工務」全社的対 
 応が可能か（補佐や交代要員）    ５ 
・入居者への対応、請求書等書類の対応 ５ 
・相当の知識・経験を有す担当者の配置 １０ 
・緊急時の対応が的確にできるか    １０ 

 
 
３０ 

２．公営住宅等工事の 
  施工実績 

・熊本県営住宅管理センター発注等 
 工事の実績              １５ 

１５ 

３．経営事項審査の評点 
 （企業の経営の安定性） 
 

 
・経営審査における総合点        １５ 

 
１５ 

 
４．個人情報保護対策 
 

・執務環境、情報漏洩対策       ５ 
・電子的記録媒体などの管理方法    ５ 

 
１０ 

 
５．経費の縮減 
 
 

 
・単価算出の妥当性               １５ 
・修繕工事コスト低減に対する提案    １５ 

 
３０ 

   合    計  １００ 
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 ○審査基準と配点  「造園」 
 
審査項目 審査基準 配点 

１．業務を安定して行う体制 

・総社員の配置「営業、総務、工務」全社的対 
 応が可能か（補佐や交代要員）       ５ 
・入居者への対応、請求書等書類の対応 ５ 
・相当の知識・経験を有す担当者の配置 １０ 
・緊急時の対応が的確にできるか       １０ 

３０ 

２．公共住宅等工事の 
施工実績 

・熊本県営住宅管理センター発注等 
 工事の実績                １５ 

１５ 

３．経営事項審査の評点 
（企業の経営の安定性） 

 
・経営審査における総合点          １５ 

１５ 

 
４．個人情報保護対策 

 

・執務環境、情報漏洩対策             ５ 
・電子的記録媒体などの管理方法       ５ 

 
１０ 

 
５．経費の縮減 
 

見積金額（一団地の剪定等見積額） 
・単価算出の妥当性              １５ 
・修繕工事コスト低減に対する提案     １５ 

 
３０ 

合  計  １００ 
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様式－１ 

県営住宅等修繕工事指定工事店指定申請書 

                                                       令和  年    月    日 

 

 熊本県営住宅管理センター 

   センター長      様 

 

                                      郵便番号                  

                            申請者    住  所                  

                                      商号又は名称                

                                      代表者氏名                        印 

                                      電話番号                  

                                      FAX番号                  

                                           Eメールアドレス                      

 

  今般貴県営住宅管理センターが募集される、県営住宅等修繕工事の指定工事店として指定
を受けたいので申請します。 

  なお、指定申請書及び添付書類は、事実と相違ないことを誓約いたします。 

                      

受付番号  

     

工事種目 

 １． 建築工事（土木を含む ） 

 ２． 電気工事 

 ３． 管工事 

 ４． 造園工事 
    ※  該当する番号に○を付けること。 

                                                                         
          申込ブロック 「       ブロック 」 

 

       
 

[添付書類] 

 イ 建設業許可取得一覧表                  （別紙・様式－２） 

 ロ 会社概要書「技術職員数含む」          （別紙・様式－３） 

 ハ 公営住宅等工事施工実績               （別紙・様式－４） 

 ニ 緊急連絡体制一覧表                  （別紙・様式－５） 

 ホ 修繕工事実施計画書                    （別紙・様式－６） 

  ヘ  組織体制表                            （別紙・様式－７） 

 ト 直近２年間の決算書 
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様式－２ 

建 設 業 許 可 取 得 一 覧 表 

                              令和    年   月   日 

 

国土交通大臣許可・熊本県知事許可   （    －    ） 第           号 

     年    月    日    許可 

                                                                      

                                   工事業 

 

国土交通大臣許可・熊本県知事許可   （    －    ） 第           号 

     年    月    日    許可 

 

                                                                     工事業 

 

国土交通大臣許可・熊本県知事許可   （    －    ） 第           号 

     年    月    日    許可 

 

                                                                     工事業 

 

国土交通大臣許可・熊本県知事許可   （    －    ） 第           号 

     年    月    日    許可 

                                                                      

                                   工事業 

 

国土交通大臣許可・熊本県知事許可   （    －    ） 第           号 

     年    月    日    許可 

 

                                                                     工事業 

 

 

 

申 

 

請 

 

者 

 郵便番号          － 

 住所 

 商号又は名称 

 

 代表者名                              印 

 電話番号        －        － 
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様式－３ 

                   会 社 概 要 書   

        業種  

受付整理番号  ふ り が な 

 商号又は名称 

 

 

所在地等  本店所在地 

電話番号 

 

 

決算実績 

直前第２年度決算 直前第１年度決算 ２年間平均 

自       年  月  日 

至       年   月   日 

自       年   月   日 

至       年    月    日 

   実  績  高 

建

設 

工 

事 

センター    

官公庁    

民間    

計 千円 千円 千円 

修

繕 

内

訳 

センター    

官公庁    

民間    

計 千円 千円 千円 

損益計算書   税引き前当期利益 

千円 

   税引き前当期利益 

千円 

 

千円 

流動比率   流動資産（        千円） 

  流動負債（        千円） × １００＝            ％ 

資本金  

                         円 

  熊本県営住宅管理センター発注工事 

       実績年数         年 

営業年数等 創  業 休業又は廃業の期間 現組織への変更 営業年数 

   年   月  日       年  月   日 年 

 

 

 

常勤社員数 

技術系社員                   人 事務系社員 

 

 

 

         
人 

その他 

 

 

 

        
人 

合 計 

 

 

 

        
人 

一級                     人 

                             人 

二級                         人 

               人 

                              人 

  主な 

事業内容 

 

 主な 

取引先 

 

 ※修繕内訳の項目は、上記建設工事のうち修繕工事費の額を記入する。        
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様式－４ 

公 営 住 宅 等 工 事 施 工 実 績  
発 注 者 

（注文者） 

元請又は 

下請の区別 

工事内容 工事場所 工 事 額 

       千円 

受注 

年度 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

      １．この表は申込み工事種目ごとに記載すること。 

      ２．この表は、過去５年間における完成した工事について記載すること。 

      ３．下請けの場合の「注文者」の欄には、直接注文した元請負人の商号又は名称を記入すること。 

      ４．１件工事請負金額が５００万円未満の修繕工事について記載すること。 
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様式－５ 
緊 急 連 絡 体 制 一 覧 表 

 

 県営住宅修繕工事に係る緊急連絡体制を下記のとおり定め、貴社との指定に関する協定書

及び指定工事店募集要項を遵守することを誓約し届出いたします。                         

 
熊本県営住宅管理センター                                 

センター長       様                             

 

申請者 商

号                                        
代表者名             印 

 

○指定工事店責任者 

役職名 

氏 名 

連絡先 時間内 

     時間外 

 

○工事種目別 主任者  ○工事種目別 主任者                
職 名 

氏 名 

 職 名 

氏 名 

 

 

 連絡先 時間内 

    時間外 

連絡先 時間内 

    時間外 

                                                                             
○工事種目別 担当者  ○工事種目別 担当者                
職 名 

氏 名 

 職 名 

氏 名 

 

 

 連絡先 時間内 

    時間外 

連絡先 時間内 

    時間外 

 

 ○修繕工事協力工事店連絡先         
 

工 事 店 名  職 名   氏    名 連   絡   先 

   

   

   

   

   

  ※ 協力工事店がない場合は記入の必要はありません。            
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様式－６ 

県営住宅等修繕工事実施計画書 

 

   次の事項に関して、応募者の考えを記述していただきますが、一事項に付最大でＡ４用 

紙一枚に収まるようお願いします。 

 

１．維持修繕工事を実施するに当たっての、入居者への対応について具体的に記述してく 
ださい。(入居者への連絡方法、工事内容の説明方法、工事予告の方法等) 

 

 

 

 

 

 

 

２．業務を行うための人員の配置や、自然災害や火災等緊急時や休日や夜間などの連絡体 
 制や対応の方策について具体的に記述してください。 

      (別紙 様式－７ 組織体制表との整合性に留意してください。) 

 

 

 

 

 

 

 

３．個人情報を取り扱う場合の、執務環境、情報漏えい対策、電子的記録媒体などの管理 
 方法等について具体的に記述してください。 

 

 

 

 

 

 

 

４．経費縮減策について提案が有れば記述してください。 

    (請求書等の事務処理の簡素化等も含めて) 

 

 

 

 



様式－7

　指定工事店業務における組織体制表

（１）人員配置計画

　　　①会社組織図 書式は自由(Ａ４１枚以内) （　　　）内に人数を併記してください。

(例)

　　　②担当者一覧表

雇用者の

確保方策

　　　　　才台

※　１　雇用形態欄には、常勤、臨時等の別を記入してください。

     ２  雇用者の確保方策欄には、申請者が既に雇用している者（雇用済）又は今後雇用を予定

　　　　 する者（予定）の別を記入してください。

　　 ３　備考欄には、勤務体制（勤務時間、休日設定）を記入してください。（別紙可）

　　 ４　資格要件が求められる業務については、有資格者の配置が確認できるように記入したください。

総務部長(1)

建設部長(1)

資格･経験年数

代表取締役(1)

雇用形態担当業務

専務取締役(1)

Ｒ８.４.１予定

役職・職種 備　考
年齢層


